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第 8 章 情報化の開始 
 
 
第 1 節 情報化時代の到来 
 
（1）情報化時代の到来 
 
 1972（昭和 47）年 5 月 8 日、文部省の「情報処理教育に関する会議」は

「情報処理教育振興の基本構想」を取りまとめた。この報告では、現代社会

における電子計算機が第 1 次産業革命における蒸気機関のように社会のあら

ゆる活動に本質的な影響を及ぼそうとしている状況を踏まえ、この文明の利

器を活用し、人間の幸福に役立てることが情報化社会における人間の課題と

して見出された。そして、こうした観点から学校教育における情報処理教育

が、①情報化社会を主体的に生きる人間の教育はいかにあるべきかという見

地からみた一般的情報処理教育、②電子計算機をさらに進歩発展させ、ます

ます多岐にわたる分野において効果的に活用するため、その基礎をなす学問

を充実させたり、電子計算機を開発したり、後進の指導にあたったりする人

材を養成する専門的情報処理教育とに分けて行われることの必要性が説かれ

た。 

このような形で情報処理教育を推進するために、不可欠となるのが教育研

究体制の充実であった。報告では現在最大の障害として教員の不足と学部学

科の閉鎖性が挙げられ、教員の充足した大学から学部学科の伝統的な閉鎖性

を打破した大学院専攻課程、全学共通講座的性格を有する専門講座等を増設

するほか、一般的情報処理教育の推進に向けて、全学の学生を対象とする情

報処理教育センターの設置を図るよう提案が行われた。また、情報科学の急

速な進歩ゆえに、学校教育のみでは足りず、卒業後にはじめて情報処理の問



第 10 編 紛争後の大学改革 

676 

題に向き合う社会人も少なくないことから、大学で行われている夜間公開講

座等のほか、社会人に対する大学院程度の教育の提供にも努力することが求

められた（以上「情報処理教育に関する会議報告（要旨）」、『大学資料』第

43・44 合併号、1972 年 7 月）。情報化時代の到来は、大学の教育と研究の

あり方にも変化を迫ったのである。 
 
（2）中央計数施設・大型計算機センターの設置 
 
中央計数施設の設置 

 昭和 30 年代は日本における電子計算機の黎明期であった。初期の国産機

の多くはこの時期に実用化され、自然科学の分野はもとより、社会科学・人

文科学の分野の研究者の間からも、電子計算機を研究の道具として活用した

いという要望が強く起こってきた。こうした機運のなかで、九州大学におい

ても、電子計算機とその運用施設の設置が計画され、概算要求を続けた結果、

1962（昭和 37）年度予算として、学内共同利用計算機の購入費が認められ

た。 

 このため、1962 年 2 月 20 日の評議会で、計算機の円滑な運用をはかるた

めに運営委員会を設置し、この委員会において購入機種の選定をはじめ建物

の設置場所等の検討を行うことが了承された。そして、5 月 8 日の評議会に

おいて、全学的な共同利用の施設として、研究者の需要に応じて計数資料の

作成・提供にあたるとともに、計数に関する研究を行う中央計数施設を設置

し、その運営を円滑に行うため中央計数施設運営委員会を設置することが決

定された。 

 電子計算機は、機種選定の結果、九州大学の設計仕様をとり入れた

OKITAC5090H 型電子計算機を導入することに決定したが、同機は 1963 年

春までに完成せず、一時代換機を入れたのち、1 年後に 5090H の稼働が始ま

った。同機は中型機としては優れたハードウェアを備えていたが、記憶容量
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が 8 キロワードと少なく、これを補うため磁気テープや磁気ドラム等の補助

記憶装置を増設した。また、この時期にはまだオペレーティングシステムの

概念が確立していなかったため、制御プログラム、言語処理プログラム等、

すべてのシステムプログラムが九州大学で開発された。 

 その後、年ごとに増大する計算需要に対処するため、一括処理操作システ

ムの開発、昼夜連続運転の実施等に努めた結果、1965 年度に 1 万 2000 件で

あった処理件数は、1968 年には 2 万 6000 件に達した。需要はつねに処理能

力を超え、滞貨が 20 日に及ぶこともあったが、1969 年に大型計算機センタ

ーが稼働を開始したことから、需要はようやく落ち着くようになった。 

 中央計数施設は設置された当初は専用の建物がなく、工学部の電子工学教

室の一部を借用して運用を始め、その後さらに機械系の教室の一部を借りて

計算機室、穿孔室等にあてていたが、1968 年度に大型計算機センターの設置

が認められたのを機に建物の新営が認められ、大型計算機センターと同一の

建物に併設されることになった。しかし、米軍機の墜落事故によって完工は

遅れ、1971 年 8 月、ようやく同建物の 6 階に移転した。 

 1973 年 1 月には計算機の設備更新が認められて、FACOM230-45S システ

ムが導入され、処理能力はそれまでの 1 日 60 件から 1 日 900 件（平常運転）

へと飛躍的に向上した。この結果、中央計数施設を利用して計算機教育を受

ける学生は年間 1500 名以上に達し、全学的な情報処理教育の必要性が認識

されて、情報処理教育センター設立の契機となった。情報処理教育のほか、

入学試験や学生健康診断に関する資料をはじめ、学内諸委員会に関係する資

料の情報処理等も行われた。 

 

大型計算機センターの設置 

 中央計数施設は電子計算機の効果的利用をはかるとともに電子計算機のソ

フトウェアに関する研究開発に力をそそいできた。しかし計算需要の増加は

著しく、たちまちにしてその能力を越えるようになった。このため九州大学
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では、1964（昭和 39）

年以降中央計数施設が

中心になって大型計算

機の設置を要望し続け

た。 

 一方、日本学術会議

においても、学術研究

を推進するための共通

基盤を拡充するため、

1963 年 5 月に「学術

研究用大型高速計算機

の設置と共同利用体制の確立について」を政府に勧告し、さらに科学研究第

一次五か年計画において学術研究用の大型計算機の設置を計画した。文部省

はこの計画に沿って、いくつかの国立大学に大型計算機を共同利用として設

置する方針を立て、まず 1965 年度に東京大学に全国共同利用施設として大

型計算機センターが設置され、ついで 1968 年度に東北大学・京都大学とと

もに九州大学に大型計算機センターが設置されることになった。 

 1967 年 2 月に大型計算機センター設置の内示を受けた九州大学は、同年 4

月に学外委員 4 名を含む九州大学大型計算機センター設置準備委員会を発足

させた。設置準備委員会は、大型計算機センター運営の基本方針として、学

術に資する共同利用サービス、計算機およびその利用に関する研究開発、共

同利用の目的を達するための業務・事務の機械化の 3 点を打ち出すとともに、

機種選定調査、運営方式、建築の 3 小委員会と常任委員会を組織し、具体的

準備活動に入った。そして、同年 6 月には設置機種を FACOM230-60 電子計

算機システムに決定し、12 月には大型計算機センターの建物の工事が着工さ

れた。1968 年 4 月には「九州大学大型計算機センター規則」（資料編Ⅱ－605、

pp.952-953）が制定され、学内措置ではあるが大型計算機センターの組織が

図 10-30 大型計算機センター・情報処理教育セン

ター・中央計数施設 
出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度。 
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発足した。また、計算

機委員会が設置され、

計算機の将来計画をは

じめ、管理運営の基本

方針、大型計算機セン

ター等の教官の人事に

ついて審議することに

なった。 

 ところが 1968 年 6

月 2 日、米軍機が建設中の大型計算機センターの建物に墜落し、これをきっ

かけに起こった大学紛争によって一時、大型計算機センターの設置が危ぶま

れるに至った。しかし、翌 1969 年 3 月に福岡市薬院の旧九州電力総合研究

所に大型計算機センターが仮設され、6 月 11 日、文部省令第 18 号によって

設置されたが、これは 1970 年 3 月 31 日までの暫定措置であり、それまでに

建物が完成しなければ廃止される可能性があった。しかし、1969 年 10 月の

機動隊導入によって大学紛争は鎮静化し、1970 年 3 月には大型計算機セン

ターの建物 6 階建 3574m2も完成して、同年 4 月 1 日、文部省令第 6 号によ

って全国共同利用の大型計算機センターとして正式に設置された。 

 大型計算機センターは、九州大学のほか北海道大学、東北大学、東京大学、

名古屋大学、京都大学、大阪大学の 7 大学に設置されており、九州大学は主

として西日本地区（広島県以西）を担当区域とした。大型計算機センターに

は、センター業務に関する運営計画を立案するとともに、センターの利用に

伴う研究開発を行うため研究開発部が置かれた。また、大型計算機センター

の管理運営についてセンター長の諮問に応じるため、学術会議が推薦し、九

州大学長が委嘱した学外委員を含む委員によって構成される運営委員会が置

かれ、その下に運営委員会の運営を円滑にし、具体的事項を処理するための

常任委員会と専門的事項を審議する専門委員会が置かれた。 

図 10-31 大型計算機センター（1970 年） 
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大型計算機センターの拡充 

 大型計算機センター開所時の FACOM230-60 システム（2CPU、128 キロ

ワード、約 512 キロバイト）は、当時としては最新鋭機であったが、計算需

要の増加は予測を大幅に上回り、毎年 5 割程度ずつ増加を続けた。このため、

ソフトウェアの改善等によって処理能力の増強をはかったが、繁忙期には計

算結果の返却に要する時間が、数日にもなるという状況が数年間続いた。 

 その後、予算増を認められたのを機に、1974（昭和 49）年 9 月に

FACOM230-75（1CPU、256 キロワード、約 1 メガバイト）へ機器の入れ

替えを行い、処理能力は 3 倍程度まで上がった。しかし、それでもなお満足

できる処理状況ではなかったため、その後も毎年予算増を要望し続けた。

1978 年 1 月からは年間借料の大幅な予算増が認められることになったため、

1977 年 11 月に、FACOM M-190（2CPU、6 メガバイト）システムを導入

して、抜本的な利用環境の改善を行った。さらに、1979 年 11 月には、より

高性能な M-200 システム（2CPU、24 メガバイト）に入れ替えた。 

 また、1977 年に情報処理教育センターの設置が認められたのを機に大型計

算機センターの第 2 期工事が計画され、1980 年 3 月に 6 階建 2141m2が竣

工した。翌 1981 年 12 月には大学間計算機網 N-1 ネットワークの運用が開

始された。機種はその後、1983 年 7 月に FACOM M-382（2CPU、48 メガ

バイト）に変更し、1986 年 1 月には FACOM M-380S（2CPU、64 メガバ

イト）と FACOM VP100（1CPU、32 メガバイト）を設置して、通信回線を

経由した多数の端末による会話型処理およびリモートステーションによるリ

モートバッチ処理を中心としたサービスを行った。 

 

総合情報伝達システム KITE の完成 

1986（昭和 61）年 12 月 1 日、計算機委員会はディジタル通信技術に基づ

く学内総合通信網「九州大学総合情報伝達システムKITE
カ イ ト

」（Kyushu 

University Integrated Information Transmission Environment）の構築整
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備を提案する報告書を取りまとめた。このころ、九州大学の学内通信網はキ

ャンパス内およびキャンパス間ともに音声用アナログ回線のみであり、回線

数は音声通信のための伝送量を基準に設定されているため、情報処理のため

のデータ通信用回線が不足し、深刻な事態となっていた。しかし、この問題

にアナログ通信網の増強で対応するだけでは、将来的に全国的な学術情報ネ

ットワーク構想に対処できないことなどが予想された。そこで、KITE の構

築整備が緊急を要する問題として認識されたのであった。同月 16 日の部局

長会議において、計算機委員会の相良節夫委員長は報告書に基づいて KITE

の概要および必要性を 7 国立大学の現況とともに説明し、検討体制を整える

必要から委員会を設置するよう要望した（「部局長会議議事要旨」1986 年 12

月 16 日）。これを受けて、翌 1987 年 1 月 20 日の部局長会議では「九州大

学総合情報伝達システム設置準備委員会要項（案）」が了承され、同委員会と

同委員会専門委員会が設置された（「部局長会議議事要旨」1987 年 1 月 20

日）。 

1992（平成 4）年度までの KITE の概算要求では、九州大学の主要地区内

および地区間に基幹ネットワークとしての光ファイバを用いるループ LAN

を敷設することとされていた。しかし、キャンパス統合の方針が打ち出され

たことで、地区間通信自営化の概算要求は困難となった。そのため、箱崎地

区と筑紫地区、六本松地区、病院地区との地区間通信は第一種通信事業者の

高速ディジタル伝送回線を借用するなど、従来の計画を相当縮小した計画で

1993 年度の概算要求を行ったところ、2 か年計画として予算の内示を受け

た。このような状況のもと、総合情報伝達システム設置準備委員会専門委員

会および同作業班は各地区内の需要と実施計画の検討を進めた（九州大学自

己点検・評価委員会編『九州大学 教育と研究』Ⅰ、九州大学、1993 年、

p.178）。 

 1993 年度には通常予算と補正予算により設備機器の調達ならびに工事が

行われ、1994 年 6 月には総合情報伝達システム完成披露式が開かれた。1993
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年 11 月 16 日の評議会では「九州大学総合情報伝達システム運用規則」の制

定が承認され、同規則は翌 1994 年 1 月 1 日から施行された（「第 1243 回評

議会記録」）。 

 KITE により、研究および教育に必要な情報通信設備が整備され、学内コ

ンピュータは高速の通信路で接続された。これをとおした学術情報の交換、

大型コンピュータの利用、図書館情報の利用および学内外・国際間の研究者

とのコミュニケーションも可能となった。箱崎地区、病院地区、筑紫地区、

六本松地区の 4 地区には、基幹ネットワークとして光ファイバが建物間には

りめぐらされ、100Mbps の FDDI（Fider Distributed Date Interface）によ

る接続が行われた。また、各地区間は箱崎地区を中心としたハブ型で高速の

専用回線によって接続し、マルチメディア多重化装置によりデータ通信のみ

ならず、マルチメディア情報の交換を可能とした。また、遠隔研究施設はそ

れぞれの利用の形態や程度を考慮に入れて専用回線、ISDN ルータ接続、

ISDN ターミナル接続等の種々の形態による接続を行った。 

さらに KITE はキャンパスネットワークとして情報通信基盤にとどまら

ず、電子メールなどの基本的なユーザサービスも提供した。KITE には約

2000 台の端末が接続され、KITE によって提供される電子メールサービスの

利用者は 1000 人を越え、毎月約 2 万件以上のメールが交わされた（以上、

九州大学自己点検・評価委員会編『九州大学 教育と研究』Ⅱ、九州大学、

1996 年、p.194）。 
 
（3）事務の電算化 
 

1984（昭和 59）年 7 月 17 日、教育研究体制検討委員会が将来計画小委員

会に設置された。これは、行政改革の一環として同年 5 月 14 日付で文部省

の大学局長・学術国際局長から各国立大学長等に出された通知「国立大学等

における組織及び運営の見直しの実施について」を受けてのことであった。
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同年 11 月 20 日には、同委員会に「教育研究支援組織等検討部会」が設けら

れ、教務事務の電算化を中心に検討が行われた。 

1986 年 2 月 4 日、教育研究支援組織等検討部会は「教務事務電算化につ

いて（報告）」を取りまとめた。この報告は「Ⅰ総論」「Ⅱ問題点と具体的方

策について」からなった。Ⅰでは、教務事務が「学期」を基本とし、時間割

作成から進学・卒業査定までの一貫した流れをもち、その膨大な業務量が一

時期に集中し、短期間にしかも正確に処理されなければならないことが確認

された。そのうえで教務事務の電算化には、短期間で正確に大量データー処

理が可能であること、中間作業の省力化が図られること、最新情報がいち早

く得られること等のメリットがあり、教育体制の改善に大きく寄与すること

が主張された。 

Ⅱでは、システムについて、①学生部入学主幹が経理部情報処理課の協力

のもとに、事務用電子計算機をホスト（主計算機）として開発を行う、②入

出力のスピード化のため各学部等に端末機を置き、オンラインシステムとし、

ディスプレイ画面により入出力処理が可能なシステムとする、③各学部等に

おける査定については、学部毎に多様な要素があるので早急にそのシステム

を開発することは困難であるが、進学・卒業査定処理ができるようシステム

開発の努力をする、④教職課程事務に関する処理システムを開発する、⑤成

績・履修届等一時期に大量のデーター処理を必要とするものは、外注により

時間短縮および省力化を図る、⑥帳簿類については、できるだけ統一する、

⑦学生コード番号については、現在各学部等で使用されている学生番号を踏

まえた番号とし、電算化に馴染む学生番号を設定することが示された。また、

開発・運用のための要員の確保について全学的な協力が必要であること、電

算化に要する経費（端末機設置経費、データー入力外注経費、システム開発

経費等）を確保することが必要であることなども申し添えられた。 

さらに機密保持を厳重に行うべきことも強調された。具体的な方法として

は、①利用者番号・パスワードにより端末機使用者を限定し、パスワードの
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管理を厳重に行う、②機密を要する情報については、他学部（学科）の情報

は参照不可能なシステムとする、③学籍簿・成績通知表等機密を要する重要

な情報の出力は、権限のある者の指示がなければ処理できないシステムとす

る、④前日の状態の各種ファイルを磁気テープにコピー保存し、情報の破壊

を阻止する、⑤卒業者のデーターは、磁気テープにコピーし、厳重に保管す

る、⑥教職員・学生が直接学生ファイル等にアクセス（読み取り・書き込み

動作）することは禁止し、利用登録をした各学部等の教務事務担当責任者に

のみ処理させる、⑦ファイル設計書・プログラム仕様書等のドキュメントは、

経理部情報処理課で厳重に保管し、権限のある者の指示がなければ閲覧させ

ないことが挙げられた。 
この報告に基づく教務事務の電算化に向けて、1986 年度からシステム開発

が着手された。教務事務の電算化は、教養部においては 1986 年度入学者へ

の試行を経て、1987 年度学部進学査定から行われ、医療短大においても 1987

年度入学者から行われた。一方、各学部等については 1987 年度進学者から

試行し、1988 年度進学者から本格実施する計画であったが、各学部の意向が

決定しなかったことから計画どおりには実施されなかった（『事務局長引継事

項（経理部・施設部・学生部）平成 2 年 4 月』、九州大学大学文書館所蔵）。 

 
 
第 2 節 情報教育の開始 
 
（1）情報処理教育センターの設置 
 

 情報処理教育に関する会議の報告書のなかでは、学生一般の情報処理教育

を行うための教育研究施設として、情報処理教育センターを設置する構想が

打ち出され、条件の整った大学からこれを設置することが計画された。 

 九州大学においては、大型計算機センターが軌道に乗り、研究用の計算需



第 8 章 情報化の開始 

685 

要が一段落した 1970（昭和 45）年度から、計算機委員会の教育小委員会に

おいて中央計数施設を中心に情報処理教育センターの設置計画が検討され、

1971 年度から、中央計数施設の計算機を使用して学生の情報処理教育が開始

されるとともに、1972 年度にはじめて概算要求が提出された。その結果、

1977（昭和 52）年 4 月に、文部省令第 11 号によって情報処理教育センター

が設置された。情報処理教育センターは、計算機を専門としない一般学生の

情報処理教育の用に供するための学内共同利用施設として設置されたもの

で、①九州大学の学生に情報処理教育を受ける機会を与え、将来活用するた

めの素地を養うこと、②九州大学の教官が各自の担当教科のなかで必要に応

じて適切に計算機を活用し、それぞれの専門分野での教育の深化・充実をは

かるための設備を提供すること、③学生の自発的学習を促し、論理的思考能

力を養うための 1 つの場を提供すること、などを目的とした。 

 情報処理教育を実施するにあたっての電子計算機システムは、それまでの

実績と経験、さらに情報処理教育の将来に対する見通しから、タイムシェア

リング・システム（TSS）を主体にした情報処理教育が適当であるとの結論

に達し、1977 年 4 月の計算機委員会において ACOS シリーズ 77NEAC シス

テム 600 の導入を決定し、翌 1978 年 1 月から稼働が開始された。しかし、

建物の予算措置が伴わなかったため、中央計数施設に計算機室と職員の部屋

を借用し、講義と実習のための教室は 1977 年 12 月にプレハブ 123m2を大

型計算センターの横に仮設した。六本松地区は二号館に約 29m2 の端局室、

病院地区は法医・衛生・細菌学教室建物（基礎研究 B 棟）に約 63m2の端局

室が設置された。 

 その後 1979 年度に建物新営予算が計上されて、大型計算センターと共同

の建物が建築されることになり、1980 年 3 月に大型計算機センター第 2 期

工事 6 階建 2141m2が竣工した。増築部分は、1 階を共用とし、2 階を大型

計算機センター、3 階から 5 階を情報処理教育センター、6 階を中央計数施

設が使用することになった。これに伴って箱崎地区に仮設されていたプレハ
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ブの情報処理教室は六本松地区に移設された。また、ACOS システム 600 も

1980 年 4 月に上位機種の ACOS システム 700 に変更された。 

 1983 年 5 月にはさらに FACOM M-360 システムに機種変更され、新たに

経済学部 4 階に情報処理教育センター端局が設置された。TSS 端末の設置台

数は、箱崎地区に 88 台、六本松地区端局に 41 台、病院地区端局に 16 台、

文系地区端局に 41 台となった。 

 
（2）情報処理教育の進展 
 
 その後も計算機関連技術が著しく進歩するなかで、情報処理教育センター

では情報処理教育環境として日本語処理・図形処理などの機能を提供する必

要が生じた。そこで、これらの新機能の追加と総合情報処理の向上のために

1986（昭和 61）年 10 月に FACOM M-380Q に機種更新を行った。また、パ

ーソナルコンピュータ（パソコン）が急激に普及し、より使い勝手のよい環

境が提供されはじめたので、1989（平成元）年 4 月には六本松地区端局の

TSS 端末をパソコン FMR-60HX に置き換えた。 

1992 年 3 月、情報処理教育センターは情報処理能力の向上や分散環境へ

の対応、利用者環境の整備、計算機ネットワークの整備を目的として、

FACOM M-770/6 および分散システムに機種更新を行った。具体的には、汎

用システムの機種更新、高機能端末としてエンジニアリングアークステーシ

ョンを情報処理教育センター小講義室に 20 台、その他の端末としてパソコ

ン 283 台を導入し、センターと端局間を高速ディジタル専用回線等で接続し

た情報処理教育センター独自の計算機ネットワークを構築した。これによっ

て負荷の分散や使い勝手の向上、世界との情報交換が可能になり、これまで

のリテラシーとプログラミング中心の教育から、リテラシー教育とワードプ

ロセッサやデータベースを用いた情報の扱いに関する教育、計算機ネットワ

ークを介した情報交換に関する教育が行えるようになった。 
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さらに、1994 年 5 月には学内 LAN としての九州大学総合情報伝達システ

ム KITE の完成に伴い、情報処理教育センターと端局間の接続を KITE に切

り替えることで情報交換の効率化が達成された。教育の充実について、情報

処理教育センターはプログラム相談員制度の運用により、受講者からの相談

に応じて計算機利用の効率化および相談員自体の能力の向上を図った（『九

州大学一覧 総括編』1994 年度、pp.176-177）。 

 


